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平成１２年３月期 個別財務諸表の概要 平成１２年５月３１日

上 場 会 社 名 中越パルプ工業株式会社 上 場 取 引 所 東･大

コ ー ド 番 号 ３８７７ 本社所在都道府県 東京都

問 合 せ 先 責任者役職名　　　企画管理本部企画管理部長

氏　　　　　 名　　　五　十　田　光 ＴＥＬ　　　（０３）３５４４－１５２２

決算取締役会開催日 平成１２年５月３１日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日 平成１２年６月２９日

１．１２年３月期の業績（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
(1)経営成績 　　　　　　　　（注）記載金額については百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円　　　　　　　　％ 百万円　　　　　　　　％ 百万円　　　　　　　　％

１ ２ 年 ３ 月期 ９２，５１６　　　（　△　　１．７　） ２，１４１　　　（　　　－　　） ７３０　　　（　　　－　　）

１ １ 年 ３ 月期 ９４，０９１　　　（　△　１６．４　） △１，９１７　　　（　　　－　　） △３，３３６　　　（　　　－　　）

当期純利益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

株 主 資 本

当 期 純 利 益 率

総 資 本

経 常 利 益 率

売 上 高

経常利益率

百万円　　　％ 　円　　銭 　円　　銭 ％ ％ ％

１ ２ 年 ３ 月期 ３５８　　（　　－　　） ３　０７ -   - ０．７ ０．５ ０．８

１ １ 年 ３ 月期 △３，４９６　　（　　－　　） △２９　９７ -   - △７．１ △２．０ △３．５

(注)①期中平均株式数 １２年３月期　116,654,883株           １１年３月期　116,654,883株
(注)②会計処理の方法の変更　　　有
(注)③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

1株当たり年間配当金

中　間 期　末

配当金総額

(年　間)
配当性向

株主資本

配当率

　円　銭 円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

１ ２ 年 ３月期 ３  ００ ０  ００ ３  ００ ３４９ ９７．７ ０．７

１ １ 年 ３ 月期 ３  ００ ３  ００ ０  ００ ３４９ －０ ０．７

(3)財政状態

総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円     銭

１ ２ 年 ３ 月期 １５８，７９３ ４９，４９４ ３１．２ ４２４　　　２８

１ １ 年 ３ 月期 １６３，３４１ ４７，４２５ ２９．０ ４０６　　　５５

(注)期末発行済株式数 １２年３月期　116,654,883株           １１年３月期　116,654,883株

２．１３年３月期の業績予想(平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日)

１株当たり年間配当金
売　上　高 経常利益 当期純利益

中　間 期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 ４７，０００ １，５００ ８００ ３  ００ ――― ―――

通　期 ９５，０００ ３，５００ １，３００ ――― ３  ００ ６  ００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　１１円　１４銭
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　個　別　財　務　諸　表　等
（１）貸借対照表

( 単位 ： 百万円 )

科　　目
当　　　期

(H12.3.31現在)

前　　　期

(H11.3.31現在)
差　　異

（　資　産　の　部　）

流　　動　　資　　産流　　動　　資　　産流　　動　　資　　産流　　動　　資　　産 ４６，７１６４６，７１６４６，７１６４６，７１６ ５８，２８１５８，２８１５８，２８１５８，２８１）））） △△△△ １１，５６５１１，５６５１１，５６５１１，５６５

現 金 及 び 預 金 ４，０１３ ８，２９１） △ ４，２７７

受 取 手 形 １８，４４５ １８，８３８） △ ３９３

売 掛 金 １０，８１５ １０，２３０） ５８４

有 価 証 券 － ５，７９７） △ ５，７９７

自 己 株 式 ０ ０） ０

製 品 ６，２４８ ７，７６６） △ １，５１７

原 材 料 ３，１９４ ３，９１３） △ ７１８

仕 掛 品 ６８６ ９７８） △ ２９１

貯 蔵 品 ８６６ ９１２） △ ４６

立 木 １１４ １１４） －

前 渡 金 ３３２ ３６５） △ ３２

前 払 費 用 １６４ １２７） ３６

繰 延 税 金 資 産 ９２２ －） ９２２

短 期 貸 付 金 ４１１ ４１１） －

未 収 入 金 ４３２ ４９４） △ ６２

そ の 他 の 流 動 資 産 ７１ ４５） ２６

貸 倒 引 当 金 △　　３ △　　４） １

固　　定　　資　　産固　　定　　資　　産固　　定　　資　　産固　　定　　資　　産 １１２，０７７１１２，０７７１１２，０７７１１２，０７７ １０５１０５１０５１０５，，，，０６００６００６００６０）））） ７，０１６７，０１６７，０１６７，０１６

((((　有形固定資産　　有形固定資産　　有形固定資産　　有形固定資産　)))) （（（（　　　　　　　　９９９９９９９９，，，，７１６７１６７１６７１６）））） （（（（　　　　　　　　９９９９８８８８，，，，４８８４８８４８８４８８）））） 　　（　　（　　（　　（ １，２２７）１，２２７）１，２２７）１，２２７）

建 物 １７，０７６ １７，１１４） △ ３８

構 築 物 ５，３３７ ５，１５２） １８５

機 械 及 び 装 置 ６９，０４８ ６９，１７３） △ １２５

車 輌 及 び 運 搬 具 １１ １４） △ ２

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 ３０６ ３７５） △ ６８

土 地 ５，８６６ ５，８２１） ４５

建 設 仮 勘 定 １，８３０ ５８４） １，２４５

造 林 ２３９ ２５２） △ １３

((((　無形固定資産　　無形固定資産　　無形固定資産　　無形固定資産　)))) （（（（　　　　　　　　　　　　　　　　３３３３５５５５５５５５）））） （（（（　　　　　　　　　　　　３３３３１１１１１１１１）））） 　　（　　（　　（　　（ ４３）４３）４３）４３）

電気供給施設利用権 ２２６ ２６２） △ ３５

その他の無形固定資産 １２９ ４９） ７９

((((　投資その他の資産　　投資その他の資産　　投資その他の資産　　投資その他の資産　)))) （（（（　　１２，００４　　１２，００４　　１２，００４　　１２，００４）））） （（（（　　　　　　　　６，６，６，６，２５９２５９２５９２５９）））） 　　（　　（　　（　　（ ５，７４５）５，７４５）５，７４５）５，７４５）

投 資 有 価 証 券 ７，３６２ １，７６６） ５，５９６

子 会 社 株 式 １，３５１ １，３５１） －

長 期 貸 付 金 １，１７２ １，３２９） △ １５６

長 期 前 払 費 用 ２０ １４０） △ １１９

繰 延 税 金 資 産 ４３３ －） ４３３

そ の 他 の 投 資 １，６６３ １，６７１） △ ８

貸 倒 引 当 金 △　　０ －） △ ０

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計 １５８，７９３１５８，７９３１５８，７９３１５８，７９３ １１１１６３６３６３６３，，，，３４１３４１３４１３４１）））） △△△△ ４，５４８４，５４８４，５４８４，５４８
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( 単位 ： 百万円 )

科　　目
当　　　期

(H12.3.31現在)

前　　　期

(H11.3.31現在)
差　　異

（　負　債　の　部　）

流　　動　　負　　債流　　動　　負　　債流　　動　　負　　債流　　動　　負　　債 ６４，５１３６４，５１３６４，５１３６４，５１３ ６４６４６４６４，，，，３２０３２０３２０３２０）））） １９２１９２１９２１９２

支 払 手 形 ６，０５７ ５，２２０） ８３６

買 掛 金 １０，４８２ ９，８６４） ６１８

短 期 借 入 金 ３１，５７０ ３６，９１０） △ ５，３４０

長期借入金(1年以内返済) ８，８３７ ６，９２５） １，９１２

未 払 金 ２，３６５ ９５９） １，４０６

未 払 法 人 税 等 １６ ８） ８

未 払 費 用 ５，０７５ ４，３１２） ７６３

そ の 他 の 流 動 負 債 １０８ １２１） △ １２

固　　定　　負　　債固　　定　　負　　債固　　定　　負　　債固　　定　　負　　債 ４４，７８４４４，７８４４４，７８４４４，７８４ ５１５１５１５１，，，，５９５５９５５９５５９５）））） △△△△ ６，８１０６，８１０６，８１０６，８１０

転 換 社 債 １，８５７ １，８５７） －

長 期 借 入 金 ４０，２０２ ４７，０３９） △ ６，８３７

退 職 給 与 引 当 金 ２，７２５ ２，６９９） ２６

負負負負            債債債債            合合合合            計計計計 １０９，２９８１０９，２９８１０９，２９８１０９，２９８ １１１１１５１５１５１５，，，，９１６９１６９１６９１６）））） △△△△ ６，６１７６，６１７６，６１７６，６１７

（　資　本　の　部　）

資資資資     　　　　     本本本本         　　　　     金金金金 １７，２５９１７，２５９１７，２５９１７，２５９ １７，２５９１７，２５９１７，２５９１７，２５９）））） －－－－

資 本 金 １７，２５９ １７，２５９） －

法法法法     定定定定     準準準準     備備備備     金金金金 １５，５１２１５，５１２１５，５１２１５，５１２ １５，１５，１５，１５，５１２５１２５１２５１２）））） －－－－

資 本 準 備 金 １４，３７０ １４，３７０） －

利 益 準 備 金 １，１４２ １，１４２） －

剰剰剰剰             余余余余             金金金金 １６，７２２１６，７２２１６，７２２１６，７２２ １１１１４４４４，，，，６５３６５３６５３６５３）））） ２，０６９２，０６９２，０６９２，０６９

特 別 償 却 準 備 金 ５８ １１５） △ ５７

海外投資等損失準備金 ４０ ３５） ４

固定資産圧縮積立金 ６６ １１３） △ ４７

別 途 積 立 金 １３，３００ １３，３００） －

配 当 準 備 積 立 金 ２，４００ ２，４００） －

退 職 積 立 金 １５０ １５０） －

当 期 未 処 分 利 益 ７０７ △　　１，４６１） ２，１６８

( 当 期 純 利 益 ) （　　　３５８） （△　　３，４９６） 　　（ ３，８５４）

資資資資            本本本本            合合合合            計計計計 ４９，４９４４９，４９４４９，４９４４９，４９４ ４７４７４７４７，，，，４２５４２５４２５４２５）））） ２，０６９２，０６９２，０６９２，０６９

負債及び資本合計負債及び資本合計負債及び資本合計負債及び資本合計 １５８，７９３１５８，７９３１５８，７９３１５８，７９３ １１１１６３６３６３６３，，，，３４１３４１３４１３４１）））） △△△△ ４，５４８４，５４８４，５４８４，５４８
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（２）損益計算書

当　　　期

(Ｈ11.4.1～12.3.31)

前　　　期

(Ｈ10.4.1～11.3.31)
増　　　減

科　　　　目

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

（経常損益の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ．営  業  損  益

営  業  収  益 （　９２，５１６） (100.0) （　９４，０９１） (100.0) （△ １，５７５）

売 上 高 ９２，５１６） 100.0) ９４，０９１） 100.0) △ １，５７５）

営  業  費  用 （　９０，３７５） ( 97.7) （　９６，００９） (102.0) （△ ５，６３３）

売 上 原 価 ７２，２４４） 78.1) ７８，９１４） 83.8) △ ６，６７０）

販売費及び一般管理費 １８，１３０） 19.6) １７，０９４） 18.2) １，０３６）

営営営営            業業業業            利利利利            益益益益 ２２２２，，，，１４１１４１１４１１４１）））） 2222....3333)))) △１△１△１△１，，，，９１７９１７９１７９１７）））） △△△△2222....0000)))) ４，０５８４，０５８４，０５８４，０５８））））

Ⅱ．営  業  外  損  益

営 業 外 収 益 （　　３６６） ( 0.4) （　　５０５） ( 0.5) （△ １３８）

受 取 利 息 ４７） 0.1) ９７） 0.1) △ ５０）

受 取 配 当 金 ９１） 0.1) １０１） 0.1) △ １０）

雑 収 入 ２２８） 0.2) ３０５） 0.3) △ ７７）

営 業 外 費 用 （　１，７７８） ( 1.9) （　１，９２４） ( 2.0) （△ １４５）

支 払 利 息 １，６０２） 1.7) １，７０６） 1.8) △ １０４）

雑 損 失 １７６） 0.2) ２１７） 0.2) △ ４１）

経経経経            常常常常            利利利利            益益益益 ７３０７３０７３０７３０）））） 0.80.80.80.8)))) △３△３△３△３，，，，３３６３３６３３６３３６）））） △△△△3333....5555)))) ４，０６６４，０６６４，０６６４，０６６））））

（特別損益の部）

Ⅲ．特  別  損  益

特  別  利  益 （　　　　－　） ( - ) （　　２６１） ( 0.3) （△ ２６１）

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 －　） - ) ２６１） 0.3) △ ２６１）

特  別  損  失 （　　　－　） ( - ) （　　４０４） ( 0.5) （△ ４０４）

有 価 証 券 売 却 損 －　） - ) ４０４） 0.5) △ ４０４）

税 引 前 当 期 純 利 益 ７３０） 0.8) △３，４７９） △3.7) ４，２０９）

法人税､住民税及び事業税 １６） 0.0) １６） 0.0) △ ０）

法 人 税 等 調 整 額 ３５５） 0.4) －） -) ３５５）

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 ３５８３５８３５８３５８）））） 0.40.40.40.4)))) △３△３△３△３，，，，４９６４９６４９６４９６）））） △△△△3333....7777)))) ３，８５４３，８５４３，８５４３，８５４））））

前 期 繰 越 利 益 △　１，４７６） ２，４２０） △ ３，８９６）

過 年 度 税 効 果 調 整 額 １，７１１） －） １，７１１）

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高
４０） －） ４０）

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

海外投資等損失準備金取崩高
２７） －） ２７）

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高
４５） －） ４５）

中 間 配 当 額 －） ３４９） △ ３４９）

中間配当に伴う利益準備金積立額 －） ３４） △ ３４）

当 期 未 処 分 利 益 ７０７） △１，４６１） ２，１６８）
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（３）利益処分計算書(案)
（単位；百万円）

当　　期　　（１２年３月期） 前　　期　　（１１年３月期）

当 期 未 処 分 利 益

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高

固定資産圧縮積立金取崩高

配 当 準 備 積 立 金 取 崩 高

退 職 積 立 金 取 崩 高

合　　　　計

※

※

７０７

９

０

２，４００

　　　　１５０

３，２６７

当 期 未 処 理 損 失

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高

固定資産圧縮積立金取崩高

合　　　　計

※

※

１，４６１

１６

１

１，４４３

これを次のとおり処分します。 これを次のとおり処理します。

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

( 1 株 に つ き ３ 円 )

特 別 償 却 準 備 金

計

次 期 繰 越 利 益

※

３５

３４９

１２５

５１０

２，７５７

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

計

次 期 繰 越 損 失

※ ３２

３２

１，４７６

（注）１．※印は、いずれも租税特別措置法に基づく準備金及び積立金の取崩高及び積立額であります。

   　　　　２．平成１０年１２月１０日に３４９百万円（１株につき３円）の中間配当を実施しております｡

（４）重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法    有価証券及び棚卸資産………移動平均法による原価法

２．有形固定資産の償却方法

本社・千葉試験所 ………　　定率法

川内工場・能町工場・二塚工場 ………　　定額法

（会計処理方法の変更）

川内工場､能町工場及び二塚工場の機械及び装置のうち「パルプ製造設備」及び「汽力発電設備」につ

いては､従来､定率法を採用していましたが､当期から定額法を採用することに変更し、三工場のすべての

有形固定資産について定額法を採用することに統一しました｡

この変更により､当期の減価償却費は２，８７７百万円減少し、営業利益､経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ２，６２８百万円増加しております｡

３．引当金の計上基準

 ①貸 倒 引 当 金………　　法人税法の規定に基づく実績繰入率による繰入限度相当額のほか、個別の

債権についても回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②退職給与引当金 ………　　従業員については、期末要支給額から適格退職年金の給付額を控除した額

の 40％を計上し、また役員については内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

なお、退職給与引当金には、役員退職慰労引当金が６２７百万円含まれてお

ります｡この役員退職慰労引当金は商法第 287 条ノ 2 に規定する引当金であり

ます。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



－17－

５．消費税及び地方消費税の会計処理

税抜処理を採用しております。

６．適格退職年金制度

 ①平成 5年 9月1日より、従業員退職金制度の 50％相当分について適格退職年金制度を採用しております。

 ②平成 11 年 7月 31 日現在の過去勤務費用の現在高  ２，７６８百万円
③過去勤務費用の掛金期間 ７年３箇月

（追加情報）
１．自社利用ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては､「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第 12号　平成 11 年 3月 31 日）における経過措置の適用により､従来の会計処理方法を継続し
て採用しております｡
ただし､同報告に基づき､当期から上記に係るソフトウェアは無形固定資産に表示しており､減価償却の方法について

は､社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております｡

２．税効果会計
財務諸表等規則の改正により､当期から税効果会計を適用しております｡
これに伴い､税効果会計を適用しない場合に比べ､繰延税金資産１，３５５百万円（流動資産９２２百万円､投資その他

の資産４３３百万円）が新たに計上されるとともに､当期純利益は３５５百万円少なく計上され､当期未処分利益は１，４７０
百万円多く計上されております｡

（貸借対照表の注記）

当　　　期 前　　　期

１．有形固定資産の減価償却累計額 １３６，０１９百万円 １２９，８３５百万円

２．減価償却実施額 ６，６８２百万円 ９，８１４百万円

３．保証債務 ２８６百万円 ３６５百万円

４．自己株式数 １，３３２株 ８６３株
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（リース取引関係）

（単位：百万円）

当　　期　　（１２年３月期） 前　　期　　（１１年３月期）

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累計
額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

機 械 及 び
装 置 7,034 5,538 1,496

工具･器具･
備 品 577 358 219

そ の 他 45 28 17

合   計 7,657 5,925 1,732

(注)  取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累計
額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

機 械 及 び
装 置 7,927 5,946 1,981

工具･器具･
備 品 511 272 238
車 輌 及 び
運 搬 具 45 25 20

合   計 8,484 6,244 2,240

(注)  同　　左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内

１ 年 超

５５１

１，１８０

１ 年 内

１ 年 超

５８８

１，６５１

合   計 １，７３２ 合   計 ２，２４０

(注)  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

(注)  同　左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

(1)支払リース料

(2)減価償却費相当額

５９８

５９８

(1)支払リース料

(2)減価償却費相当額

７７８

７７８

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同  左
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　製　製　製　製    品品品品    別別別別    売売売売    上上上上    高高高高    明明明明    細細細細    書書書書

当　　期　　（１２年３月期） 前　　期　　（１１年３月期） 対前期比

区　　分

数　　量 金　　額 数　　量 金　　額 数　　量 金　　額

一 般 洋 紙

ｔ

620,414
百万円

66,408
ｔ

579,626
百万円

67,359
ｔ

40,787
百万円

△950

包 装 用 紙 105,189 9,537 102,349 9,879 2,840 △341

特殊紙 ･ 板紙

及び加工品等
115,103 15,518 110,495 15,850 4,607 △332

紙 ・ 板 紙 計 840,707 91,464 792,471 93,089 48,235 △1,625

パ ル プ 18,349 1,051 16,616 1,002 1,732 49

合 　 　 計 859,056 92,516 809,088 94,091 49,968 △1,575
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有価証券及びデリバティブ取引に関する状況有価証券及びデリバティブ取引に関する状況有価証券及びデリバティブ取引に関する状況有価証券及びデリバティブ取引に関する状況

有価証券の時価等

（単位：百万円）

当  期 （平成 12年 3月 31 日） 前  期 （平成 11 年 3月 31 日）期   別

種   類

貸借対照表

計 上 額
時    価 評価損益

貸借対照表

計 上 額
時    価 評価損益

0

-

-

0

-

-

0

-

-

   5,426

     363

       -

   4,144

     356

       -

△　1,282

△ 　　　7

    -

(1)流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

小 計 - - -    5,790    4,501 △　1,289

5,476

262

-

4,014

262

-

△　1,462

△  　　0

-

       -

       -

       -

       -

       -

       -

       -

       -

       -

(2)固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

小 計 5,738 4,276 △1,462        -        -        -

合 計 5,739 4,276 △1,462    5,790    4,501 △　1,289

（注）１．時価の算定方法
① 上場有価証券……………… 主として東京証券取引所における最終価格によっております。

② 店頭売買有価証券………… 日本証券業協会が公表する最終売買価格によっております。

③ 気配等を有する有価証券…… 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によっております。

(①･②に該当する有価証券を除く)

２．流動資産に属する株式には、自己株式を含めて表示しております。

当       期 前       期

自己株式にかかる評価損益 0百万円 △　0百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

当       期 前       期

流  動  資  産 残存償還期間が１年以内の金融債券 -　百万円 6百万円

固  定  資  産 残存償還期間が１年以内の金融債券 5百万円 -　百万円

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,970百万円 3,118百万円

（ う ち 関 係 会 社 株 式 ） （1,805百万円） （1,802百万円）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（金利関連）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当   期 （平成 12年 3月 31 日） 前   期 （平成 11 年 3月 31 日）

契 約 額 等 契 約 額 等区    分 種     類

うち１年超
時  価 評価損益

うち１年超
時価 評価損益

スワップ取引

受取変動・支払変動
- - - - 600 - 0 0市 場 取 引

以外の取引

受取変動・支払固定 700 500 △　6 △　6 900 700 △　10 △　10

合        計 700 500 △　6 △　6 1,500 700 △　9 △　　9

（注）時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格によっております。
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　役　員　の　異　動

　（平成１２年６月２９日付予定）

１． 代表者の異動

該当事項ありません。

２． その他役員の異動

① 新任取締役候補

取締役 企画管理本部長（兼）企画管理部長

五十田   光 （現 企画管理部長）

② 新任監査役候補

常任監査役（常勤） 宮 崎 博 之 （現 参与 原材料部長）

③ 退任予定取締役

現 取締役副社長 山 西    博 （北陸エンジニアリング㈱会長）

現 専務取締役 鷹 松 秀 夫 （三善製紙（株）社長）

④ 退任予定監査役

現 常任監査役（常勤） 桑 野 重 英 （中越パッケージ㈱監査役）

⑤ 昇任予定取締役

専務取締役 総務人事部・原材料部担当

菅 野 二 郎 （現 常務取締役　総務人事部・原材料部担当）

専務取締役 能町工場長 黒 田 義 正 （現 常務取締役 能町工場長）

常務取締役 営業本部長 金 森 奉 一 （現 取締役 企画管理本部長）

常務取締役 技術部・千葉事業所担当

武 中   元 （現 取締役 技術部長）

３．業務分担の変更

常務取締役 大阪支店長 　　竹 澤   宏 （現 常務取締役 営業本部長）

取締役 営業本部副本部長　　神 谷 順 市 （現 取締役 大阪支店長）

以　　上


